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平平成成 2277 年年度度伊伊佐佐市市 1122 月月補補正正予予算算（（案案））のの概概要要  

11 月 26 日招集の 12 月議会定例会へ提案 

１ 補正の主な内容 

                              【概数で表示】 

 

２ 補正予算総括表 

    
【単位：千円】 

会   計 現計予算額 12 月補正（定例会） 補正後予算額 

一  般  会  計 17,927,990 △147,894 17,780,096 

国民健康保険事業特別会計 4,920,741 △2,074 4,918,667 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 3,354,512 △2,100 3,352,412 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 446,054 484 446,538 

農業集落排水事業特別会計 176,429 △362 176,067 

合 計 26,825,726 △151,946 26,673,780 

    
水 道 事 業 会 計 収 益 的 支 出 363,568 3,018 366,586 

水 道 事 業 会 計 資 本 的 支 出 413,541 △175 413,366 

合 計 777,109 2,843 779,952 
 

 
 

【補正予算に関係する議案】 

① 伊佐市空家等の適正管理に関する条例（議案第89号） 

② 伊佐市総合交流拠点施設の設置及び管理に関する条例（議案第90号） 

③ 大口いきがい交流センターの指定管理者の指定（議案第97号） 

他に９議案 
 

３ 主な補正項目・事業内容 

 

○環境対策 

汚泥再生処理センター施設整備 （平成 27 年度分）    △３億 2,600 万円 

事業実施内容が確定したため平成２７年度事業を減額し、合わせて継続費の補正を行う。 

施設整備事業実施：H27～H29 事業費：26 億 7,300 万円 

H27 事業費： 2 億 6,700 万円 内容：実施設計・プラント建設工事 

H28 事業費： 6 億 7,000 万円 内容：プラント建設工事 

H29 事業費： 17 億 3,600 万円 内容：プラント建設工事・性能検査 

継続費の補正 

・汚泥再生処理センター施設整備事業 平成 27～29 年度 26 億 7,300 万円 

   H27 2 億 6,700 万円 H28 6 億 7,000 万円 H29 17 億 3,600 万円 

債務負担行為補正（追加） 

・一般廃棄物最終処分場維持管理事業 平成 28～30 年度 1 億 1,600 万円 

・衛生センター管理事業 平成 28～29 年度 2,100 万円 

・大口いきがい交流センター運営事業 指定管理 平成 28～30 年度 500 万円 

 

一般会計の補正予算額 １億４千８百万円減額（総額 177 億８千万円） 
 

・子育ての支援 保育所運営に係る単価改正に伴う増額 9,100 万円 

・農地の集積を推進 農地中間管理機構からの機構集積協力金を増額 1,400 万円 

・汚泥再生処理センター整備 H27 実施内容の確定に伴う減額 △3 億 2,600 万円 
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○子育て支援 

◎保育所運営の支援 

保育所運営に係る厚生労働省の単価改定に伴い所要見込額を増額する。 

保育所措置費         1 億 1,200 万円 

一時保育事業          100 万円 

延長保育等促進事業           △1,900万円 

休日保育事業            △300万円 

 

児童通所支援及び相談支援       1,000 万円 

新規児童発達支援事業の開設及び放課後等デイサービスの利用者増加により扶助費の所要見込

額を増額する。 

（国 1/2 県・市 1/4） 

 

放課後の児童健全育成         400 万円 

児童クラブの単価改定に伴い所要見込額を増額する。 （国・県・市 1/3） 

 

○農業振興 

農地の集積を推進（農地中間管理事業）      1,400 万円 

平成 27年度の実績見込みにより協力金を増額する。総額 4,920万円 （県 10/10） 

経営転換協力金        52 名     2,100 万円 

耕作者集積協力金    2 名        ２0万円 

地域集積協力金    ３地区（永池、東市山、下市山） 計 91ha 2,800 万円 

 

○地方公務員共済の標準報酬制移行 

地方公務員共済の標準報酬制移行に伴い共済費を減額する。 

一般会計            △4,200万円 

国民健康保険事業特別会計           △210万円 

介護保険事業特別会計           △170万円 

後期高齢者医療特別会計            △80 万円 

農業集落排水事業特別会計            △40 万円 

 

○平成 28 年度へ向けて 

空家等対策審議会の設置 

空家等の対策についての審議会を設置し、平成 28 年度に空家等対策計画を策定する。 

 

市内金融機関と連携 

空家等対策をより一層推進するため市内金融機関との連携を図る。 

（金融機関は社会貢献の一つとして独自に金利を優遇。） 

協定締結予定金融機関：鹿児島銀行、南日本銀行、鹿児島信用金庫 

締結予定日：平成 27年 11 月 25日（水） 

 

 

 

 

 ※ この資料は財政課が補正予算編成を通して特に思いを持った事業を中心にとりあげています。 

 【お問合せ先】 

  伊佐市役所 財政課 財政係 

   〒895-2511  伊佐市大口里 1888 番地 

   電  話：0995-23-1311（内線 1141・1142・1143） 

   Ｆａｘ：0995-22-5344 

   E-mail: zaisei@city.isa.lg.jp 

 


